
政策 康

。併せて民生委員や区、社協

事　業　概　要 施策内順位 および庁内関係部署（障害者支援、防災）等の支援機関と情報を共有し、要援護者の支援体制整備を進める。

・経済的及び環境上の理由から在宅生活が困難な高齢者の

に

老人ホーム入所対応を行う
5/7・災害時等要援護者支援制度の実施や、災害時における介護保険事業者との連携体制の整備

・高齢者等見守り事業所登録の推進
市長公約事項

・行方不明高齢者発生時の捜索対応（捜索活動、

心

FAX・メール配信等情報発信）

活
動
指
標

指　標　名 単　位 平成30年度 平成31年度 平成32年度

無 災害時等要援護者台帳登録率（登録者数/該当者数）

事

％ 70 70 70

投
入
指

　

標

平成30年度 平成3

務

1年度 平成32年度

年

が

　

度別事業費 81,60

事

9 千円 81,600 千

　

円 81,600 千円
特

業

定
財
源

国・県支出金 0

　

千円 0 千円 0 千円 特　

名

記　事　項

地 　方 

新

　債 0 千円 0 千円 0 千

規

円 H26より老人保護

・

措置費を統合し、事業

継

名称を高齢者保護支援

け

続

費とする。

そ 　の 

高

　他 15,744 千円

齢

15,700 千円 15

者

,700 千円 H28よ

を

り認知症に関する事業

保

部分は、介護保険事業

健

の認知症総合支援事業

・

へ統合する。

一　般　

医

財　源 65,865 千

療

円 65,900 千円 6

、

・

5,900 千円 H29

福

より高齢者の権利擁護

祉

支援は、介護保険事業

が

特別会計の包括的支援

連

事業へ移行。

携し地域全

み

体

事　務　事

で

　業　名 新規・継続 高

支

齢者の自立に必要な福

え

祉サービスを整備し、

る

高齢者が住み慣れた地

「

域で安心して生活を続

地

けることができる

目　

域

　的 よう支援する。
在

包

宅福祉サービス事業 継

括

続

会計・款・項・目 所

ん

ケ

　　管　　課 平  成

ア

  30  年  度

シ

  の  目  標

地

ス

域包括ケアシステムの

テ

構築の一環として、高

ム

齢者のニーズにあった

」

多様な生活支援サービ

の

スをボランティアや事

整

業者等
一般・3民生費

備

・2高齢福祉費・2高

な

を

齢福祉費 高齢福祉課
の

推

多様な主体で提供する

進

体制を整備していく中

す

で、一般福祉サービス

る

として担う部分の必要

。

性や利便性を評価しな

目

がら見

事　業　概　要

　

施策内順位 直していく

　

。

介護保険によらない

的

高齢者の在宅福祉支援

で

高

のための事業
7/7・

齢

宅幼老所緊急宿泊支援

福

事業　・養護老人ホー

祉

ム短期宿泊事業・見守

総

り配食サービス事業　

務

・独り暮らし安心コー

費

ル事業　・軽度援助事

運

業　・日常生活用具給

営

付事業　・訪問理美容

費

事業
市長公約事項

・社

３ 支

継

会福祉法人等介護サー

続

ビス利用者負担軽減事

会

業　・介護保険利用者

計

負担援護金給付事業

活

・

動
指
標

指　標　名 単　

款

位 平成30年度 平成3

・

1年度 平成32年度

無

項

宅幼老所緊急宿泊支援

・

事業利用申請受け入れ

目

率
％ 100 100 10

え

所

0

投
入
指
標

平成30年

　

度 平成31年度 平成3

　

2年度

年度別事業費 4

管

,341 千円 4,34

　

1 千円 4,341 千円

　

特
定
財
源

国・県支出金

課

1,165 千円 1,1

平

65 千円 1,165 千

 

円 特　記　事　項

地 

 

　方 　債 0 千円 0 千

合

成

円 0 千円 ・25年度に

 

始めた高齢者タクシー

 

利用助成事業は、26

3

年度から生きがい対策

0

支援事業41へ移行。

 

そ 　の 　他 230

 

千円 230 千円 230

年

千円 ・在宅家族介護支

 

援事業は介護保険事業

 

へ移行

一　般　財　源

う

度

2,946 千円 2,9

 

46 千円 2,946 千

 

円 ・H29より、ホー

の

ムヘルパー派遣事業は

 

終了（総合事業の訪問

 

型サービスＡで対応の

目

ため）　 

  標

ま

引き続き、地域包括ケ

ち

アシステムの構築のた

施

め、基幹型地域包括支

策

援センターと委託して

３

いる地域包括支援セン

－

ターとの
一般・3民生

一

３

費・2高齢福祉費・1

高

高齢福祉総務費 高齢福

齢

祉課
役割分担また連携

者

強化により、効果的・

が

効率的に包括支援セン

住

ター業務を進める体制

み

の構築を進めていく。

慣

また、第８期

事　業　

れ

概　要 施策内順位 高齢

た

者福祉計画・第７期介

人

地

護保険事業計画の初年

域

度として、計画の実行

で

に努めていく。

・小諸

、

市高齢者福祉事業及び

安

 介護保険事業等運営

心

協議会の運営
－・研修

し

による職員の福祉的資

て

質の向上

・その他高齢

生

福祉課に係る総務事務

き

市長公約事項

活
動
指
標

ひ

生

指　標　名 単　位 平成

き

30年度 平成31年度

と

平成32年度

無

投
入
指

暮

標

平成30年度 平成3

ら

1年度 平成32年度

年

せ

度別事業費 424 千円

る

424 千円 424 千円

地

特
定
財
源

国・県支出金

域

0 千円 0 千円 0 千円 特

づ

　記　事　項

地 　方

と

く

 　債 0 千円 0 千円 0

り

千円

そ 　の 　他 0

を

千円 0 千円 0 千円

一　

推

般　財　源 424 千円

進

424 千円 424 千円

します

り

事　務　事　業　名 新規・継続 在宅生活が困難な高齢者が安心して生活できるよう、老人ホーム入所の措置や入所施設の確保を行う。また災

目　　的 害時や緊急時における高齢者等の要援護者に対する支

が

援基盤の整備を推進する。高齢者の地域での見守り体制
高齢者保護支援費 継続

を確立する。

会計・款・項・目 所　　管　　課 平  成  30  年  度  の  目  標

高齢者のセーフティネットとして老人福祉法に

健

よる措置等必要な対応ができるよう環境を整えていく。また、災害時要援
一般・3民生費・2高齢福祉費・2高齢福祉費 高齢福祉課

護者の新規登録や登録情報の更新、またそれに伴う安心カプセル内の情報の入れ替えを行う
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政策 康

般・3民生費・2高齢福祉費・2高齢福祉費 高齢福祉課
、高齢者の生活を支援する多様なサービスへとつながり、介護予防や日常の高齢者の生活支援体制の充実へ展開を図る。

事　業　概　要 施策内順位 また、本人自身や家

に

族などの支える人が長寿を喜ぶことができるよう市民への意識啓発を進める。

介護保険によらない高齢者の生きがい支援のための事業 タクシー利用助成については、相乗りタクシー事業との整合により、H30年度末で事業

心

を終了していく。
4/7・高齢者福祉センターの運営　・高齢者クラブの補助及び育成　・シルバー人材センター補助 高齢者福祉センター糠塚園は老朽化が

事

進んでいるため、高齢

　

者福祉の拠点の再構築

務

を進める。

・高齢者祝

が

　

い金支給　・高齢者タ

事

クシー利用助成事業
市

　

長公約事項

活
動
指
標

指

業

　標　名 単　位 平成3

　

0年度 平成31年度 平

名

成32年度

無 高齢者ク

新

ラブ会員数
人 2,26

規

0 2,280 2,30

・

0

投
入
指
標

平成30年

継

度 平成31年度 平成3

け

続

2年度

年度別事業費 3

介

0,276 千円 23,

護

516 千円 23,51

予

6 千円
特
定
財
源

国・県

防

支出金 1,152 千円

の

1,152 千円 1,1

推

52 千円 特　記　事　

進

項

地 　方 　債 0 千

に

円 0 千円 0 千円 高齢者

よ

福祉センターについて

、

り

は老朽化が進んでおり

、

、今後の方針について

地

は建物を所有する社会

域

福祉協議会と協議が必

の

要

そ 　の 　他 3,

中

380 千円 0 千円 0 千

で

円 。

一　般　財　源 2

高

5,744 千円 22,

齢

364 千円 22,36

者

4 千円

み

が個々の心身

事　務　事　業　

の

名 新規・継続 介護や日

状

常の支援が必要となっ

況

た高齢者が、その人が

に

持つ心身の能力を活か

ん

合

し自立した日常生活を

っ

営めるよう

目　　的 、

た

必要な福祉サービス及

自

び保健医療サービスを

分

一体的に提供するため

ら

に、国民の共同連帯の

し

理念に基づき介護
賦課

い

徴収費運営費 継続
保険

生

料及び公費を財源とし

活

て、介護保険事業の適

な

を

正な運営を行う。

会計

、

・款・項・目 所　　管

自

　　課 平  成  3

立

0  年  度  の

し

  目  標

特別徴収

て

　12,404人　・

送

普通徴収　1,679

れ

人（併徴367人含む

る

）
介護・1総務費・2

よ

徴収費・1賦課徴収費

で

目

高齢福祉課
・普通徴収

　

保険料徴収及び制度説

　

明員　2名

事　業　概

的

　要 施策内順位 介護保

う

険料の改定について広

支

報等により市民周知を

援

図る。65歳になって

す

1年以内の被保険者を

る

対象とした介護保険制

。

度説

介護保険法に基づ

３ 支

そ

く介護保険事業の運営

の

のための介護保険料賦

結

課徴収運営費 明会を定

果

期的に開催することに

と

より、制度のしくみの

し

周知と納付の必要性を

て

理解してもらうよう努

要

める。
6/7 未納者の

介

収入状況を調査し、そ

護

の結果によっては滞納

え

者

処分を検討していく。

の

市長公約事項

活
動
指
標

増

指　標　名 単　位 平成

加

30年度 平成31年度

や

平成32年度

無 介護保

重

険料収納率
％ 99 99

度

99

投
入
指
標

平成30

化

年度 平成31年度 平成

を

32年度

年度別事業費

抑

6,126 千円 6,1

合

制

26 千円 6,126 千

す

円
特
定
財
源

国・県支出

る

金 0 千円 0 千円 0 千円

。

特　記　事　項

地 　

介

方 　債 0 千円 0 千円

護

0 千円 　

そ 　の 　

予

他 6,126 千円 6,

防

126 千円 6,126

事

千円

一　般　財　源 0

業

千円 0 千円 0 千円

う

継続

会計・款・項・目

ま

所　　管　　課 平  

ち

成  30  年  

施

度  の  目  標

策

引き続き、要支援者等

３

も参加できる地域での

－

通いの場の充実を進め

一

３

る。また、後期高齢者

高

を中心に、フレイル（

齢

虚弱）予
一般・3民生

者

費・2高齢福祉費・2

が

高齢福祉費 高齢福祉課

住

防の個別啓発による重

み

症化予防により、将来

慣

の要介護者抑制を目指

れ

す。

事　業　概　要 施

た

策内順位

高齢者の運動

人

地

機能や栄養状態の改善

域

、閉じこもりやうつ、

で

認知症予防等を目的に

、

、介護予防教室を
2/

安

7はじめとした介護予

心

防事業を実施する。（

し

介護保険事業特別会計

て

の一般介護予防事業と

生

あわせて実

施）
市長公

き

約事項

活
動
指
標

指　

ひ

生

標　名 単　位 平成30

き

年度 平成31年度 平成

と

32年度

無 フレイル予

暮

防介入群の体重の維持

ら

改善率
％ 52 54 56

せ

投
入
指
標

平成30年度

る

平成31年度 平成32

地

年度

年度別事業費 6,

域

490 千円 6,300

づ

千円 6,300 千円
特

と

く

定
財
源

国・県支出金 0

り

千円 0 千円 0 千円 特　

を

記　事　項

地 　方 

推

　債 0 千円 0 千円 0 千

進

円 介護予防事業は、本

し

事業および介護保険事

ま

業特別会計の一般介護

す

予防事業において一体的に実施している。ここでは、フ

そ 　の 

り

　他 2,712 千円 2,500 千円 2,500 千円 レイル（虚弱）予防事業を中心に記載。

一　般　財　源 3,778 千円 3,800 千円 3,800 千円

が

事　務　事　業　名 新規・継続 高齢者が生きがいを持って生活するために、自らコミュニケーションを図り社会参加することをを促進する。

目　　的
生きがい対

健

策支援事業 継続

会計・款・項・目 所　　管　　課 平  成  30  年  度  の  目  標

高齢者が生きがいを持って生活できるよう各種支援を実施する。併せてシルバー人材センターや高齢者クラブ等の活動が
一
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政策 康

数

事　務　事　業　名 新規・継続 介護や日常の支援が必要となった高齢者が、その人が持つ

に

心身の能力を活かし、自立した日常生活を営めるよ

目　　的 う、必要な福祉サービス及び保健医療サービスを一体的に提供するために、国民の共同連帯の理念に基づき、
包括的支援事業 継続

介護保険料及び公費を財源として

心

、介護保険事業の適正な運営を行う。

会計・款・項・目 所　　管　　課 平  成  30  年  度  の  目  標

包括的支援事業を実施する体制の

事

機能強化のため、第８

　

期高齢者福祉・第７期

務

介護保険事業計画で予

が

　

定されている地域包
介護・4地域支援事業費・1包括的支援・任意事業費

事

高齢福祉課
括支援セン

　

ターの増設に向けて準

業

備を進める。

事　業　

　

概　要 施策内順位

介護

名

保険法に基づく介護保

新

険事業の地域支援事業

規

包括的支援事業の
－１

・

総合相談事業

２権利擁

継

護事業
市長公約事項

３

け

続

包括的・継続的ケアマ

高

ネジメント支援事業

活

齢

動
指
標

指　標　名 単　

者

位 平成30年度 平成3

が

1年度 平成32年度

地

要

域包括支援センターへ

介

業務委託 無

投
入
指
標

護

平成30年度 平成31

状

年度 平成32年度

年度

態

別事業費 39,359

、

と

千円 41,119 千円

な

42,132 千円
特
定

る

財
源

国・県支出金 22

こ

,729 千円 23,7

と

46 千円 24,331

の

千円 特　記　事　項

地

予

 　方 　債 0 千円 0

防

千円 0 千円

そ 　の

や

 　他 7,576 千円

要

7,915 千円 8,1

み

介

10 千円

一　般　財

護

　源 9,054 千円 9

状

,458 千円 9,69

態

1 千円

の軽減及び悪

事　務　事　業

ん

化

　名 新規・継続 介護や

の

日常の支援が必要とな

防

った高齢者が、その人

止

が持つ心身の能力を活

を

かし自立した日常生活

図

を営めるよう

目　　的

る

、必要な福祉サービス

。

及び保健医療サービス

ま

を一体的に提供するた

た

めに、国民の共同連帯

な

、

の理念に基づき介護
任

地

意事業 継続
保険料及び

域

公費を財源として、介

で

護保険事業の適正な運

の

営を行う。

会計・款・

通

項・目 所　　管　　課

い

平  成  30  

の

年  度  の  目

場

  標

介護保険サービ

を

スが適正に利用される

で

目

ために実施するケアプ

　

ラン点検をはじめ、介

　

護者支援など各事業を

的

引き続き実施す
介護・4地域支援事業費・1包括的支援・任意事業費 高齢

充

福祉課
る。

事　業　概

実

　要 施策内順位

介護保

さ

険法に基づく介護保険

せ

事業の地域支援事業任

、

意事業
－(1)介護相

高

談員派遣事業…入所施

３ 支

齢

設への介護相談員派遣

者

　(2)介護家族支援

の

事業…在宅要介護高齢

社

者

介護用品支給、重度

会

要介護高齢者家庭介護

参

者慰労金支給　(3)

加

介護給付費適正化事業

を

…ケアプラン
市長公約

促

事項
点検　(4)在宅

す

療養者等訪問事業…訪

え

。

問看護師による生活相

一

談及び指導

活
動
指
標

指

般

　標　名 単　位 平成3

介

0年度 平成31年度 平

護

成32年度

(5)成年

予

後見制度利用支援事業

防

無
(6)友愛訪問事業

事

…民生児童委員による

業

乳酸菌飲料を持参した

継

訪問

投
入
指
標

平成30

合

続

年度 平成31年度 平成

会

32年度

年度別事業費

計

20,165 千円 20

・

,165 千円 21,0

款

00 千円
特
定
財
源

国・

・

県支出金 11,646

項

千円 11,646 千円

・

12,128 千円 特　

目

記　事　項

地 　方 

所

　債 0 千円 0 千円 0 千

う

　

円

そ 　の 　他 3,

　

882 千円 3,882

管

千円 4,043 千円

一

　

　般　財　源 4,63

　

7 千円 4,637 千円

課

4,829 千円

平  成

ま

  30  年  度

ち

  の  目  標

・

施

介護予防教室の開催に

策

より、介護予防の必要

３

性の周知及び具体的な

－

介護予防活動を実施す

一

３

る。介護・4地域支援

高

事業費・3一般介護予

齢

防事業費・1一般介護

者

高齢福祉課
・身近な集

が

いの場を地区住民が主

住

体的に開催するための

み

支援を行う。予防事業

慣

費

事　業　概　要 施策

れ

内順位 ・地域で主体的

た

に介護予防を進める人

人

地

材を育成するため、講

域

座の開催や意識啓発等

で

を行う。

高齢者が要介

、

護状態等となることの

安

予防及び生活機能の改

心

善や向上を図ることに

し

より、家庭や社会 ・専

て

門職による機能回復訓

生

練、栄養指導、口腔指

き

導等を行う。特に、フ

ひ

生

レイル（虚弱）予防の

き

個別啓発による重症化

と

予防
3/7へ役割を持

暮

って参加することがで

ら

きるようになり、また

せ

、その改善した状態を

る

維持できるような取 に

地

より、将来の要介護者

域

抑制を目指す。

り組み

づ

を進める。
市長公約事

と

く

項

活
動
指
標

指　標　名

り

単　位 平成30年度 平

を

成31年度 平成32年

推

度

一部 住民主体の通い

進

の場（地域交流事業）

し

への参加者数
人 3,6

ま

70 3,700 3,7

す

40

投
入
指
標

平成30年度 平成31年度 平成32年度 地域における

り

通いの場の開催回数
回 1,700 1,800 1,900

年度別事業費 18,637 千円 21,637 千円 19,000 千円
特
定
財
源

国・県支出金 6,058 千円 8,114 千円 7,125 千円 特　記　事　項

地 　方 　債

が

0 千円 0 千円 0 千円 一般会計の「介護予防事業」とあわせて実施。

そ 　の 　他 7,362 千円 8,547 千円 7,505 千円 H30から一部の事業について短期集中型介護予防事業（サービスC）に再編し、介護予防・

健

生活支援サービス事業へ移管。

一　般　財　源 5,217 千円 4,976 千円 4,370 千円 活動指標１住民主体の通いの場（地域交流事業）への参加者数はH29から実人数に変更（H28実績3,608人）従前は延人
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政策 康

事　務　事　業　名 新規・継続 軽度の介護や日常の支援が必要となった高齢者の状態悪化を予防するほか、その人が持つ心身の能力を活かし

目　　的 自立した日常生活を営めるよう、必要な総合事

に

業サービスを提供するために、国民の共同連帯の理念に基づき
介護予防・生活支援サービス事業 継続

、介護保険料及び公費を財源として総合事業の適正な運営を行う。

会計・款・項・目 所　　管　　課 平  成  30  

心

年  度  の  目  標

一般介護予防で実施してきた事業の一部を再編し、短期集中型介護予防事業（サービスC）を開始する。
介護・4地域支援事業費・2介護予防・生活支援サービス事業 高齢福祉課

事　業　

事

概　要 施策内順位

介護

　

保険法に基づく介護保

務

険事業の地域支援事業

が

　

の総合事業（介護予防

事

・日常生活支援総合事

　

業）
－サービス費用

市

業

長公約事項

活
動
指
標

指

　

　標　名 単　位 平成3

名

0年度 平成31年度 平

新

成32年度

無

投
入
指
標

規

平成30年度 平成31

・

年度 平成32年度

年度

継

別事業費 84,424

け

続

千円 87,810 千円

高

92,514 千円
特
定

齢

財
源

国・県支出金 31

者

,639 千円 32,9

の

29 千円 34,693

尊

千円 特　記　事　項

地

厳

 　方 　債 0 千円 0

の

千円 0 千円

そ 　の 

保

　他 33,346 千円

持

34,685 千円 36

、

と

,543 千円

一　般　

自

財　源 19,439 千

立

円 20,196 千円 2

生

1,278 千円

活の支援をす

み

すめ、介護を必要とす

ん

る状態になっても住み

な

慣れた地域で自分らし

で

目　　的 い暮らしを人

３ 支

生の最期まで続けるこ

え

とができるようにする

合

。
新包括的支援事業 継

う

続

会計・款・項・目 所

ま

　　管　　課 平  成

ち

  30  年  度

施

  の  目  標

・

策

小諸北佐久医療・介護

３

連携推進協議会や在宅

－

サービス調整会議等の

一

３

機会により、医療と介

高

護に関わる多職種の相

齢

互理解
介護・4地域支援事業費・1包括的支援・任意事業費 高齢福祉課

を

者

進め、連携を推進する

が

。・認知症ケアパスの

住

普及や地域の見守り体

み

制の充実等市民への働

慣

きかけを進め、認知症

れ

の早期

事　業　概　要

た

施策内順位 対応への意

人

地

識を高める。・NPO

域

や民間事業者、ボラン

で

ティア等の多様な主体

、

と共に生活支援体制の

安

構築に向けた具体的な

心

支援が必要な高齢者の

し

生活を身近な地域で支

て

えるため、医療・介護

生

・介護予防・住まい・

き

生活支援 検討を行うた

ひ

生

め、生活支援コーディ

き

ネーターの配置と協議

と

体の設置を進める。・

暮

地域の支援者を含めた

ら

多職種の協力によ
1/

せ

7のサービスを一体的

る

に提供される仕組みで

地

ある「地域包括ケアシ

域

ステム」の構築にむけ

づ

た取り組み る個別ケー

と

く

スの支援検討を進め、

り

またその累積から地域

を

課題の発見や資源開発

推

等を行い、地域の連携

進

を発展させる。

を進め

し

る。
市長公約事項

　・

ま

在宅医療・介護連携の

す

推進　・認知症総合支援事業　・生活支援体制整備　・地域ケア会

り

議推

活
動
指
標

指　標　名 単　位 平成30年度 平成31年度 平成32年度

進事業 全て 課題解決のための地域ケア個別会議の開催回数
回 10 11 12

投
入
指
標

平成30年度 平成31年度 平成32年度 認知症サポーター登録数
人 1

が

,700 1,900 2,100
年度別事業費 8,914 千円 13,914 千円 13,914 千円

特
定
財
源

国・県支出金 5,147 千円 8,035 千円 8,035 千円 特　記　事　項

地 　方 　債 0 千円 0 千円 0 千円

そ 　

健

の 　他 1,716 千円 2,678 千円 2,678 千円

一　般　財　源 2,051 千円 3,201 千円 3,201 千円
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政策 康

一般管理費 高齢福祉課

事

一　般　財　源 0 千円

　

0 千円 0 千円

務　事

事

　

　務　事　業　名 新規

業

・継続

投
入
指
標

平成3

　

0年度 平成31年度 平

名

成32年度

年度別事業

に

新

費 40,407 千円 4

規

0,407 千円 40,

・

407 千円
一般管理費

継

給与費 継続
特
定
財
源

国

続

・県支出金 0 千円 0 千

投

円 0 千円

会計・款・項

入

・目 所　　管　　課 地

指

 　方 　債 0 千円 0

標

千円 0 千円

そ 　の 

平

　他 40,407 千円

心

成

40,407 千円 40

3

,407 千円
介護・1

0

総務費・1総務管理費

年

・1一般管理費 高齢福

度

祉課
一　般　財　源 0

平

千円 0 千円 0 千円

成31年

事　務　事　業　名

が

度

新規・継続

投
入
指
標

平

平

成30年度 平成31年

成

度 平成32年度

年度別

3

事業費 13,966 千

2

円 13,966 千円 1

年

3,966 千円
介護認

度

定審査会費運営費 継続

年

特
定
財
源

国・県支出金

度

0 千円 0 千円 0 千円

会

別

計・款・項・目 所　　

け

事

管　　課 地 　方 　

業

債 0 千円 0 千円 0 千円

費

そ 　の 　他 13,

3

966 千円 13,96

5

6 千円 13,966 千

,

円
介護・1総務費・3

2

介護認定審査会費・1

0

介護認定審査会費 高齢

8

福祉課
一　般　財　源

千

0 千円 0 千円 0 千円

、

円 35,

事　務　事　業　

0

名 新規・継続

投
入
指
標

0

平成30年度 平成31

0

年度 平成32年度

年度

千

別事業費 22,810

円

千円 23,000 千円

3

23,000 千円
認定

み

5

調査費 継続
特
定
財
源

国

,

・県支出金 0 千円 0 千

0

円 0 千円

会計・款・項

0

・目 所　　管　　課 地

0

 　方 　債 0 千円 0

千

千円 0 千円

そ 　の 

円

　他 22,810 千円

高

23,000 千円 23

齢

,000 千円
介護・1

福

総務費・3介護認定審

ん

祉

査会費・2認定調査費

総

高齢福祉課
一　般　財

務

　源 0 千円 0 千円 0 千

費

円

給与費

事　務　事　

継

業　名 新規・継続

投
入

続

指
標

平成30年度 平成

特

31年度 平成32年度

な

定

年度別事業費 41 千円

財

30 千円 30 千円
介護

源

保険支払準備基金積立

国

金 継続
特
定
財
源

国・県

・

支出金 0 千円 0 千円 0

県

千円

会計・款・項・目

支

所　　管　　課 地 　

出

方 　債 0 千円 0 千円

金

0 千円

そ 　の 　他

0

41 千円 30 千円 30

で

千

千円介護・3基金積立

円

金・1基金積立金・1

0

介護保険支払準備基金

千

高齢福祉課
一　般　財

円

　源 0 千円 0 千円 0 千

0

円積立金

千円

会

事　務

計

　事　業　名 新規・継

３ 支

・

続

投
入
指
標

平成30年

款

度 平成31年度 平成3

・

2年度

年度別事業費 6

項

00 千円 600 千円 6

・

00 千円
過年度第１号

目

被保険者保険料還付金

所

継続
特
定
財
源

国・県支

　

出金 0 千円 0 千円 0 千

　

円

会計・款・項・目 所

管

　　管　　課 地 　方

え

　

 　債 0 千円 0 千円 0

　

千円

そ 　の 　他 0

課

千円 0 千円 0 千円介護

地

・5諸支出金・1償還

 

金及び還付加算金・1

　

第１号被保険
高齢福祉

方

課
一　般　財　源 60

 

0 千円 600 千円 60

　

0 千円者保険料還付金

債

合

0 千円 0 千円 0 千円

そ

う

 　の 　他 0 千円 0

ま

千円 0 千円
一般・3民

ち

生費・2高齢福祉費・

施

1高齢福祉総務費 高齢

策

福祉課
一　般　財　源

３

35,208 千円 35

－

,000 千円 35,0

一

３

00 千円

高齢者

事　務

が

　事　業　名 新規・継

住

続

投
入
指
標

平成30年

み

度 平成31年度 平成3

慣

2年度

年度別事業費 1

れ

,296 千円 1,29

た

6 千円 1,296 千円

人

地

社会福祉施設建設工事

域

等助成事業 継続
特
定
財

で

源

国・県支出金 0 千円

、

0 千円 0 千円

会計・款

安

・項・目 所　　管　　

心

課 地 　方 　債 0 千

し

円 0 千円 0 千円

そ 　

て

の 　他 0 千円 0 千円

生

0 千円
一般・3民生費

き

・2高齢福祉費・2高

ひ

生

齢福祉費 高齢福祉課
一

き

　般　財　源 1,29

と

6 千円 1,296 千円

暮

1,296 千円

らせる地

事　務　事　業　名 新

域

規・継続

投
入
指
標

平成

づ

30年度 平成31年度

と

く

平成32年度

年度別事

り

業費 582,101 千

を

円 583,653 千円

推

583,653 千円
介

進

護保険事業特別会計繰

し

出金 継続
特
定
財
源

国・

ま

県支出金 5,226 千

す

円 5,226 千円 5,226 千円

会計・款・項・目 所　　管　　課

り

地 　方 　債 0 千円 0 千円 0 千円

そ 　の 　他 0 千円 0 千円 0 千円
一般・3民生費・2高齢福祉費・2高齢福祉費 高齢福祉課

一　般　財　源 576,875 千円 578,427 千円 578,427 千円

が

事　務　事　業　名 新規・継続

投
入
指
標

平成30年度 平成31年度 平成32年度

年度別事業費 18,343 千円 12,516 千円 12,516 千円
一般管理費運営費 継

健

続
特
定
財
源

国・県支出金 980 千円 0 千円 0 千円

会計・款・項・目 所　　管　　課 地 　方 　債 0 千円 0 千円 0 千円

そ 　の 　他 17,363 千円 12,516 千円 12,516 千円
介護・1総務費・1総務管理費・1

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　政策３－ 23



政策 康

事　務　事　業　名

に

新規・継続

投
入
指
標

平

心

成30年度 平成31年

が

度 平成32年度

年度別

け

事業費 8,981 千円

、

9,000 千円 9,0

み

00 千円
予備費 継続

特

ん

定
財
源

国・県支出金 0

な

千円 0 千円 0 千円

会計

で

・款・項・目 所　　管

３ 支

　　課 地 　方 　債

え

0 千円 0 千円 0 千円

そ

合

 　の 　他 0 千円 0

う

千円 0 千円
介護・6予

ま

備費・1予備費・1予

ち

備費 高齢福祉課
一　般

施

　財　源 8,981 千

策

円 9,000 千円 9,

３

000 千円

－

一

３ 高

事　

齢

務　事　業　名 新規・

者

継続

投
入
指
標

平成30

が

年度 平成31年度 平成

住

32年度

年度別事業費

み

8,573 千円 14,

慣

967 千円 13,95

れ

4 千円
包括的支援事業

た

費給与費 継続
特
定
財
源

人

地

国・県支出金 4,95

域

2 千円 8,643 千円

で

8,058 千円

会計・

、

款・項・目 所　　管　

安

　課 地 　方 　債 0

心

千円 0 千円 0 千円

そ 

し

　の 　他 1,651

て

千円 2,881 千円 2

生

,686 千円
介護・4地域支援事業費・1包括的支援・任意事業費 高齢福

き

祉課
一　般　財　源 1

ひ

生

,970 千円 3,44

き

3 千円 3,210 千円

と暮らせ

事　務　事　業

る

　名 新規・継続

投
入
指

地

標

平成30年度 平成3

域

1年度 平成32年度

年

づ

度別事業費 3,564

と

く

,100 千円 3,77

り

2,322 千円 4,0

を

80,123 千円
保険

推

給付費 継続
特
定
財
源

国

進

・県支出金 1,300

し

,896 千円 1,37

ま

6,897 千円 1,4

す

89,246 千円

会計・款・項・目 所　　管　　課 地 　方 　債

り

0 千円 0 千円 0 千円

そ 　の 　他 1,525,478 千円 1,490,067 千円 1,611,648 千円
介護・2保健給付費 高齢福祉課

一　般　財　源 737,726 千円 905,358 千円 979,229 千円

が

事　務　事　業　名 新規・継続

投
入
指
標

平成30年度 平成31年度 平成32年度

年度別事業費 100 千円 100 千円 100 千円
過年度国県等支出金返納金 継続

特
定
財
源

国・県

健

支出金 0 千円 0 千円 0 千円

会計・款・項・目 所　　管　　課 地 　方 　債 0 千円 0 千円 0 千円

そ 　の 　他 0 千円 0 千円 0 千円
介護・5諸支出金・1償還金及び還付加算金 高齢福祉課

一　般　財　源 100 千円 100 千円 100 千円
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